
図表Ⅱ－１－３－16「中核的職務」における所定内給与の男女比
図表Ⅱ－１－３－16－２　男性の所定内給与が

　　　　　　　　　高い理由
（男性の方が高いとされた「中核的職務」数＝100、Ｍ．Ａ．）
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％
「中核的職務」における所定内給与の男女比 「男性の所定内給与が高い理由

（男性の方が高いとされた「中核的職務」数＝100、M.A.)
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41.2
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46.0 3.0

13.1

10.0

0.7

1.5
現業的職務

事務的職務

32.5

30.8

34.8

46.1

28.3
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39.4

26.2

27.7

40.8

32.4

43.4

り質 高 仕事を

経験年数が長い

難な仕事を る

45.0

33.9

45.1

59.6

9.2

6.5

0.6

0.7
営業的職務

企画的職務

24.7

9.9

18.9

11 3

9.0

29.5

26.3

28.3

7.5

24.8

13.3

36.3

より困難な仕事をしている

業績が高い

52.7 35.6 11.1その他の職務

男性の方が高い      男女ほぼ同じ        女性の方が高い      　無回答            

11.3
6.9
8.5
8.9

13.0

その他

　全　体 現業的職務 事務的職務

営業的職務 企画的職務 その他の職務

図表Ⅱ－１－３－17　「中核的職務」に関連した
　　　　　　　　　　社内訓練・研修の実施状況

（回答のあった「中核的職務」数＝100）

16.2 50.3 21.7 9.3

2.5
0% 20% 40% 60% 80% 100%

　全　体

「中核的職務」に関連した社内訓練・研修の実施状況
（回答のあった「中核的職務」数＝100)

19.3

9.1

17.3

50.0

47.7

49.7

17.2

29.9

23.1

11.0

8.0

8.3

2.5

5.4

1.6

1.3

現業的職務

事務的職務

営業的職務

8.0

13.8

62.7

47.3

24.2

27.9

3.8

9.5
1.6

企画的職務

その他の職務

男性社員により多く実施している          男女社員同様に実施している              
女性社員により多く実施している          実施していない      
　無回答            



企業アンケート調査－役職者に占める女性の割合

図表Ⅱ－１－３－１　女性部課長クラスの存否
図表Ⅱ－１－３－２－１　女性課長クラス員数の変化

（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）
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女性部課長クラスの存否

女性課長クラス員数の変化
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）
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34.5
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12.7
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21.4

11.7
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30～99人

100～999人

1 000人以上

25.4

35.0 6.3

68.7

57.7

2.4

1.0

30～99人

100～999人 　（注）ここ５年程度における変化を尋ねたものである。

59.3 25.1 10.1 5.41,000人以上

増えた              変わらない          減った              　無回答            

図表Ⅱ－１－３－２－２　女性部長クラス員数の変化
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）

女性部長クラス員数の変化
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）

65.1 8.4 23.5 3.11,000人以上

いる                ５年ほど前にはいたが今はいない          

以前からいない      　無回答            

（女性部課長クラ のいる（いた）企業 100）
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45.4

50.6

4.9

3.5

37.2

33.9
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30～99人

（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）

11.9

23.6

39.1

37.0

6.6

6.5

42.4

32.8

100～999人

1,000人以上

増えた              変わらない          減った              　無回答            

　（注）ここ５年程度における変化を尋ねたものである。



図表Ⅱ－１－３－３－１　女性部課長クラス
　　　　　　　　　　　　　　　員数が増えた理由
（女性部課長クラス員数の増えた企業＝100） ％

図表Ⅱ－１－３－３－２　女性部課長クラス
　　　　　　　　　　　　　　員数が減った理由
（女性部課長クラス員数の減った企業＝100）

図表Ⅱ－１－３－５－１　今後の女性課長クラス員数の見通し
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）

女性部課長クラス員数の
増えた理由

（女性部課長クラス員数の増えた企業＝100）

今後の女性課長クラス員数の見通し
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100)

（女性部課長クラス員数の増えた企業 100）

10.6
9.2

13 7

0 20 40 60 80 100

ポストの数が増えた

％ （ 性部課長クラ 員数 減 業 ）

11.1
12.6
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％
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21.7

52.8

61.4 4.0

10.6

12.9

2.8

1.4
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規模計

30～99人

9.2
2.2

13.7

13.8

3.5

20 9

女性社員の勤続年数
が長くなった

78.5
65.8

11.3

88.6

0.0

82 1

ポストの数が減った

役職者だった女性社員
が退職した

46.5

65.0

44.3

26.8

7.7

7.5
0.8

100～999人

1,000人以上

増えるだろう        変わらない          減るだろう          　無回答            

69.9
59.7

78.5

20.9

79.4

女性社員のうちで
適格者が増えた

0.3
0.0
0.2

82.1

3.9

役職適格になる前に
退職する女性が多い

　（注）今後５年間程度における変化を尋ねたものである。
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する貴社の方針
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14.7

10.0

候補になり得る女性社員
がいない図表Ⅱ－１－３－５－２　女性部長クラス員数の見通し

（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）
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　（注）今後５年間程度における変化を尋ねたものである。



図表Ⅱ－１－３－４　部課長クラス昇進に当たり重視している項目
（女性部課長クラスのいる企業＝100）　

部課長クラス昇進に当たり重視している項目
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100)
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　無回答



企業アンケート調査
－勤務地・職種・勤務時間・キャリアコース等により勤務地 職種 勤務時間 キャリアコ ス等により

あらかじめ限定した社員制度を有する企業

図表Ⅱ－１－３－６　各種限定社員制度のある企業の割合

％

各種限定社員制度のある企業の割合
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5.6

7 9

6.2
4.3

5.9

所定勤務時間限定社員制度

7.9
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規模別コース別雇用管理制度のある企業割合の推移

49 3
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（％）

規模計 5,000人以上 1,000～4,999人 300～999人 100～299人 30～99人
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17.020.0
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10.2 10.7

13.7

6.3
4 .73 .82 .9

7 .0
7 .1

9 .5 11 .1

5.93.53.2
1 61 4

0.9
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1.61.40.0
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資料出所：厚生労働省「平成１８年女性雇用管理基本調査」



図１　平成20年春新規大卒採用における総合職に占める女性の割合別
企業の分布

平成20年春新規大卒採用における総合職に占める女性の割合別
企業の分布企業の分布
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　資料：JILPT「女性従業員の活用をめざした賃金・雇用管理の検討のための基礎調査」（30人以上企業調査）
　　(注）　総合職採用があり、その人数の記入のあった企業のみの集計である。

平 均 25 5 ％

表　平成20年春採用新規大卒総合職に占める女性の割合別企業数分布特性値
（総合職採用のある企業）

平成20年春採用新規大卒総合職に占める女性の割合別企業数分布特性値
（総合職採用のある企業）

平　　　　　　均 25.5 ％
中　　央　　値 20.0
第Ⅰ・10分位数 0.0
第Ⅰ・四分位数 0.0
第Ⅲ・四分位数 50 0第Ⅲ 四分位数 50.0
第Ⅸ・10分位数 60.0

　資料、注は、図１に同じ。資料、注は、上図に同じ。



図表Ⅱ－１－３－７　一般職社員の男女比
（一般職社員制度のある企業＝100）

一般職社員の男女比
（一般職社員制度のある企業＝100)
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54.3 18.8 12.0 5.6 8.2

0.9

100～999人

30.4 39.2 11.3 1.0 10.7 7.5 0.01,000人以上

全員が女性である    ほとんどが女性である
ぼ男性に比べて女性がかなり多い            ほぼ男女同数である  

女性に比べて男性がかなり多い            ほとんど又は全員が男性である            
　無回答            



図表Ⅱ－１－３－８－１　一般職社員の賃金面の取扱
（一般職社員制度について回答企業＝100）

一般職社員の賃金面の取扱い
（一般職社員制度について回答企業＝100)

20.0 10.8 53.7 11.0 4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

規模計

21.8 10.4 52.8 9.5 5.530～99人

20.4

5 6

7.9

29 7

55.4

51 2

12.3

13 6

4.0

0 0

100～999人

1 000人以上 5.6 29.7 51.2 13.6 0.01,000人以上

限定のない社員とまったく同じ取り扱いをしている              
限定のない社員と同じ賃金体系だが、昇給スピード等は変えて運用
限定のない社員と異なる賃金体系を適用している

（注） 般職社員制度のみある企業及び四つの限定社員制度が複数あり 般職社員制度適用

限定のない社員と異なる賃金体系を適用している                
なんともいえない    
　無回答            

　（注）　一般職社員制度のみある企業及び四つの限定社員制度が複数あり、一般職社員制度適用

　　　　社員数がもっとも多い企業の回答である。



賃金構造に関する分析－コース別雇用管理の有無が賃金に与える影響

2000年 ２００６年

女性初職時 -0.0326 -0.0318 -0.0534 -0.0464

経験年数 0.0408 0.0388 0.0453 0.0339

コース制あり コース制なし コース制あり コース制なし

経験年数 0.0408 0.0388 0.0453 0.0339

女性経験年数 -0.0269 -0.0217 -0.0326 -0.0222

勤続年数 0.0105 0.0094 0.0077 0.0113

女性勤続年数 0.0131 0.0109 0.0149 0.0093

学歴（大卒） 0.1813 0.1961 0.1890 0.2198

女性学歴（大卒） 0 0434 0 0659 0 0199 0 0717女性学歴（大卒） -0.0434 0.0659 0.0199 0.0717

課長 0.1812 0.1721 0.2482 0.2665

女性課長 0.2225 0.1709 0.1208 0.2313

係長 0.0561 0.0564 0.1113 0.1207

女性係長 0.2368 0.1242 0.1431 0.0711

出所：『賃金構造基本統計調査』（2000年、2006年）の個人票により、『女性雇用管理基本調査』（2000年、2006年）の個票とマッチングさせ、コース別雇用管理があるとない企業に分けて、企業規模100人
以上企業について賃金関数を計測。

（注）このほか、表には掲載していないが、定数項、経験年数二乗、勤続年数二乗、経験年数＊勤続年数女性経験年数二乗、女性勤続年数二乗、学歴（中卒、短大卒）、女性学歴（中卒、短大卒）、役職（職
長ダミー、部長ダミー、その他役職ダミー）、女性役職（職長ダミー、部長ダミー、その他役職ダミー）、組合ダミー、女性組合ダミー、女性正社員比率、女性課長比率、産業ダミー、企業規模ダミー、地
域ダミーを用いている。学歴は高卒、役職は役職なし、産業は製造業、企業規模は100-499人、地域は関東A（埼玉、千葉、東京、神奈川）を基準としている。女性学歴（大卒）の「2006年コース制あり」
の係数は有意でない。それ以外の係数はすべて有意。



コース別雇用管理の有無別 賃金プロファイルの試算結果

2000年、高卒 2000年、大卒
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労使アンケート調査
－経営者団体・経営トップ層、労働組合のリーダー・女性役員の賃金格差の現状認識

図表Ⅲ－２－１　一般的な賃金格差に関する問題意識
（今回調査）
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（今回調査）
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強く問題として
意識している

ある程度問題
として意識して

いる

格差の存在は
認識していたが、
あまり問題とは
意識していない

格差の存在を
認識していな

かった

無回答
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ないと思う

まったく差が
ないと思う

なんとも
いえない

無回答

合計 経営者 労組男性 労組女性

図表Ⅲ－２－１－２　一般的な賃金格差に関する問題意識
（前回調査）
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合計 経営者 労組男性 労組女性

図表Ⅲ－２－２－２　正社員全体の賃金格差に関する認識
（前回調査）
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　　（注）　前回調査での無回答数は、先の報告書に記載されていない。

大きな差が
あると思う

ある程度差が
あると思う

ほとんど差が
ないと思う

まったく差が
ないと思う

わからない 無回答



企業アンケート調査－男女間格差指数の計算の有無業ア ケ 調 男 間格 指数 計算 有無

図表 男女間格差指数 計算 有無図表Ⅱ－１－４－３　男女間格差指数の計算の有無

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男女間格差指数の計算の有無

3.3

3 6

5.7

5 3

10.8

11 6

0.6

0.7

78 9

79.6規模計

30～99人 3.6

3.0

5.3

6.4

11.6

9.2

0.4

0.7

80.6

78.930 99人

100～999人

2.3 6.6 8.382.51,000人以上

定期的に年齢別、勤続年数別など計算・分析することとしている  
定期的に合計のみ計算することとしている  
あらかじめ計算はしていないが 必要に応じて計算することがある

（注）「男女間格差指数」とは 【女性社員の賃金額】／【男性の賃金額】×100で計算される

あらかじめ計算はしていないが、必要に応じて計算することがある
計算したことはない  
　無回答            

　（注）「男女間格差指数」とは、【女性社員の賃金額】／【男性の賃金額】×100で計算される。


